
施設の性質別分類・利用者負担率の検討にあたって
（近隣市との比較検討資料）
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● 第１回審議会において、「施設の性質別分類の判断基準が曖昧であるため、明確な基準を設定するかは検討の余地がある」
とのご意見を受けて、 近隣市（本市を含む南多摩５市）における状況の確認を行った。

● 本資料では、他市事例を参考にしながら、多摩市に足りない視点・要素等について、ご検討いただき、
「性質別分類の判断基準を、より明確にすべきか」という視点を中心としながら、幅広いご意見を頂戴したい。
（本資料で示した判断基準明確化以外の視点でも、その他の視点でご意見があれば、あわせてご発言ください。）

１ 本資料の概要

多摩市：公共施設の使用料設定にあたっての基本方針 ※平成29年度改訂

八王子市：受益者負担の適正化に関する基本方針 ※令和6年度改訂

日野市：手数料、 使用料等の設定に関するガイドライン ※令和４年度改正

町田市： 受益者負担の適正化に関する基本方針 ※平成30年度改定

稲城市：使用料の算定基準 ※令和３年度更新

＜本市における使用料算定の基本ルール＞
使用料の目安※ ＝ 原価 × 施設の性質別負担率

※急激な負担増を避けるための改定上限率を定めていることや、使用料の単位を10円単位としていること
から、必ずしも基本ルールで算定した金額にならないため、目安という表現を用いている。
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● ①必需性、②市場性・収益可能性、③地域施設か全市的施設かによる基準 の3つの基準で分類し、９つの利用者負担割合を定めている。
⇒ 地域施設か全市的施設かによる基準は、他市ではあまり見られない特徴的な基準である。

● ①必需性、②市場性・収益可能性の各基準は、高低に応じた３段階で分類されているが、判断を行う明確なルールは存在していない。

＜性質別分類の基準＞ ＜性質別分類表＞

「地域施設か全市的な施設かによる基準」において、「地域施設」に該当する
場合は、上記の分類から「利用者負担」の割合が１段階低くなる分類とし、
「全市的施設」に該当する場合は、変更しないものとしている。

２ 施設の性質別分類・利用者負担率の比較（多摩市：公共施設の使用料設定にあたっての基本方針 ※平成29年度改訂）
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● ①必需性、②民間施設の代替性の２つの基準で分類し、４つの利用者負担割合を定めている。

● 本市と同様に各基準の高低等を判断する明確なルールは存在しないが、２段階で分類されるので、判断はしやすいとも言える。

＜性質別分類の基準＞ ＜受益者負担割合＞

２ 施設の性質別分類・利用者負担率の比較（八王子市：受益者負担の適正化に関する基本方針 ※令和6年度改訂）
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● ４つの原則により、６つの公費負担割合を定めている。
⇒ 利用者負担割合90％の施設が存在している。（他市では同様の事例無し。）

● 「基準」ではなく、「原則」という考え方を用いて、①必需性、②民間代替性・競合性の高低・強弱等を総合判断している。

＜施設使用料の利用者負担割合の４つの原則とその考え方＞ ＜施設の性質別 利用者負担割合 分類表＞

２ 施設の性質別分類・利用者負担率の比較（日野市：手数料、 使用料等の設定に関するガイドライン ※令和５年３月改正）

（拡大図を次頁に掲載）

【原則１】
市民生活における必需性が高く、かつ民間代替性・競合性が低い等の施設は、
原則として利用者負担割合 0％（公費負担割合 100％）とします。（Ｆグループ）

【原則２】
原則１以外は、民間代替性・競合性の高低の程度、市民生活における必需性の強弱に応じた
利用者負担割合を設定します。（利用者負担割合は 90％、75％、50％、25％に分類）

【原則３】
原則として民間代替性・競合性が高い施設であっても利用者負担 100％の区分は設けないこととします。
理由は、使用料の算定基礎となる原価は各施設の減価償却費を含む施設の維持管理費としています。
そのため、利用者負担 100％は、施設の維持管理に要する全ての経費を利用者負担で賄うという考え方と
なります。しかし、公の施設は、本来、住民の福祉の増進を目的とし、
市民の誰もが利用する機会を有しており、また、そのことを目的として市が設置しているため、全て（100％）の
経費を利用者の負担とすることは適当ではないと考えるからです。（Ａグループ）

【原則４】
利用者負担割合、施設の性質別分類の考え方は、社会状況・環境の変化に即して見直すこととします。
民間代替性・競合性が非常に高く、同様の施設機能を持って民間で提供されている施設があります。
また、現在はなくても、将来、民間で提供される可能性があります。今後、利用者に100％の負担をお願い
したい施設がある場合には、本来的に、公の施設として市が保有すべき施設であるかを検討することとします。 5
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２ 施設の性質別分類・利用者負担率の比較（日野市：手数料、 使用料等の設定に関するガイドライン ※令和５年３月改正）

民間でも提供されている施設
【民間代替性・競合性が高い】

民間では提供されにくい施設【民間代替性・競合性が低い】

市民生活における必要性が低い（選択的）市民生活における必要性が高い（基礎的）
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● ①必需性、②民間市施設の代替性の２つの視点で分類し、４つの公費負担割合を定めている。
⇒ 他市では25％刻みの負担割合を設定していることが多いが、稲城市では、30％、50％、70％の負担割合を設定している。

● 本市と同様に各基準の高低等を判断する明確なルールは存在しない。また、判断の考え方についても、あまり言及されていない。

＜公費負担割合の設定＞

２ 施設の性質別分類・利用者負担率の比較（稲城市：使用料の算定基準 ※令和４年３月更新）
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● ①基礎的or選択的、②民間類似サービスの有無 の２つの基準で分類し、４つのサービス区分を定めている。

● 本市と同様に各基準の高低等を判断する明確なルールは存在しない。また、判断の考え方についても、あまり言及されていない。

＜サービス区分と受益者負担割合＞

２ 施設の性質別分類・利用者負担率の比較（町田市： 令受益者負担の適正化に関する基本方針 ※平成30年度改定）

（１）サービスを分類する２つの基準

① サービスが基礎的なものか、選択的なものか
・基礎的なもの…市民生活の基盤となるサービス

生活形態に応じて日常生活を営む上で最低限必要なサービス
・選択的なもの…上記「基礎的なもの」以外の、生活や余暇をより快適で潤いの

あるものにするサービス

② 民間で類似サービスの提供があるものか、提供がないもの

（２）４つのサービス区分

（３）サービス区分別の負担の考え方と受益者負担割合

＜区分Ⅰ＞・・・基礎的で民間で類似サービスの提供がないもの

【負担の考え方】市民生活に不可欠であり、基礎的なもので公共性が高い。
行政による提供が必要なサービスであり、サービスに係る費用は税で負担する。
【受益者負担割合】０％

＜区分Ⅱ＞・・・基礎的で民間で類似サービスの提供があるもの

【負担の考え方】特定の個人に対する必需的なサービスで、行政がサービス提供を行っているが
民間でもサービス提供されているものであり、サービスに係る費用は税と受益者とが負担する。
【受益者負担割合】５０％

＜区分Ⅲ＞・・・選択的で民間で類似サービスの提供がないもの

【負担の考え方】個人の嗜好や価値観によって必要性が異なるものであり、選択性が高いが、
非採算的サービスであるもの。サービスに係る費用は税と受益者とが負担する。
【受益者負担割合】５０％

＜区分Ⅳ＞・・・選択的で民間で類似サービスの提供があるもの

【負担の考え方】他の区分に比べて行政が提供する必然性が少ない。
選択性が高く、採算的なサービスであるもの。サービスに係る費用は受益者が負担する。
【受益者負担割合】１００％
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● 施設の性質別分類を判断する明確なルールを設けている自治体は、近隣市に存在しないため、
何らかのルールを作成するのであれば、多摩市特有の視点・考え方でルールを検討・立案する必要がある。

（すべての自治体の基本方針を確認したわけではないが、近隣４市に限らず、事務局で確認を行った
全国の主要自治体においても明確なルールを設けている自治体は確認できなかった。）

● 多摩市で基準として用いている「地域施設か全市的施設かによる基準」は、他市ではあまり見られない
特徴的な基準であることが、改めて確認できた。

● 各施設の利用者負担割合（25％、50％等）は、市によって多少の差異が見られる。

⇒ 上記を踏まえ、事務局としては性質別分類を判断する基準の明確化は難しいと考えているが、
本日、審議会からいただいたご意見を参考にしながら、検討を深めていきたい。
（利用者負担率の議論については、資料12を用いて行う。）

４ まとめ・審議の視点
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